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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被加熱物を収容する加熱室と、
発振部と、
　前記発振部の出力を複数に分配して出力する電力分配部と、
　前記電力分配部の出力に接続され、前記電力分配部の出力位相をそれぞれ可変する複数
の位相可変部と、
　前記位相可変部の出力をそれぞれ電力増幅する複数の電力増幅部と、
　前記電力増幅部の出力を前記加熱室に供給する複数の第１の給電部と、
　前記第１の給電部が受け取ったマイクロ波の反射電力を前記加熱室に再放射する複数の
第２の給電部と、
　前記第１の給電部が受け取ったマイクロ波の反射電力を前記第２の給電部へ供給する循
環型の非可逆回路と、
　前記第２の給電部を介して前記電力増幅部に伝送された反射電力を検出する電力検出部
と、
　前記電力検出部が検出した反射電力情報に基づき前記発振部、前記電力増幅部および前
記位相可変部を制御する制御部と、を備え、
　反射電力が前記非可逆回路を介して供給されて対となる前記第１の給電部と前記第２の
給電部は、前記加熱室を構成する壁面に設けられ、前記加熱室へマイクロ波を放射する開
口部を有するとともに、前記開口部から放射されるマイクロ波の支配的な励振方向が異な
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るよう構成されており、
　前記制御部は、前記電力検出部で検出された反射電力が最小となるように前記発振部の
発振周波数および前記位相可変部の位相量を制御するように構成されたマイクロ波加熱装
置。
【請求項２】
　前記発振部、前記電力分配部、前記位相可変部、前記電力増幅部、前記第１の給電部、
前記第２の給電部、前記電力検出部および前記非可逆回路により構成されたマイクロ波発
生部を少なくとも二組以上備えた請求項１に記載のマイクロ波加熱装置。
【請求項３】
　前記第１の給電部と前記第２の給電部が前記加熱室を構成する壁面における同一壁面に
配置された請求項２に記載のマイクロ波加熱装置。
【請求項４】
　複数の前記第１の給電部が前記加熱室を構成する壁面における同一壁面に配置された請
求項２に記載のマイクロ波加熱装置。
【請求項５】
　複数の前記第１の給電部が前記加熱室を構成する壁面における異なる壁面に配置された
請求項２に記載のマイクロ波加熱装置。
【請求項６】
　複数の前記発振部が同一の周波数で発振するよう構成した請求項２に記載のマイクロ波
加熱装置。
【請求項７】
　複数の前記発振部が異なる周波数で発振するよう構成した請求項２に記載のマイクロ波
加熱装置。
【請求項８】
　複数の前記位相可変部の各々が独立の位相量を可変制御する構成とした請求項２に記載
のマイクロ波加熱装置。
【請求項９】
　前記電力検出部の検出する反射電力が所定値以上になると前記電力増幅部が出力する電
力を所定の割合で減ずる構成とした請求項１に記載のマイクロ波加熱装置。
【請求項１０】
　加熱動作の初期状態において、前記制御部は、使用可能な周波数帯域において前記電力
検出部が検出した反射電力に関する周波数特性から反射電力が最小となる周波数を探索す
る最小反射電力探査動作を行うよう構成した請求項１に記載のマイクロ波加熱装置。
【請求項１１】
　前記制御部は、前記最小反射電力探査動作を行うとき、前記電力増幅部の出力を低下さ
せ、前記最小反射電力探査動作が終了して反射電力が最小となる周波数により加熱動作を
行うときに前記電力増幅部の出力を上昇させるよう構成した請求項１０に記載のマイクロ
波加熱装置。
【請求項１２】
　加熱動作において、前記制御部は、前記電力検出部が逐次検出した反射電力において、
より小さい値となる周波数を選択して加熱動作を継続させる極小反射電力追尾動作を行う
よう構成した請求項１に記載のマイクロ波加熱装置。
【請求項１３】
　前記制御部は、前記極小反射電力追尾動作において、前記電力検出部が検出した反射電
力の値が所定値を越えた場合には前記電力増幅部の出力を低下させるよう構成した請求項
１２に記載のマイクロ波加熱装置。
【請求項１４】
　前記制御部は、前記極小反射電力追尾動作において、前記電力検出部が検出した反射電
力の値が所定値を越えた場合には、加熱動作を停止して、前記最小反射電力探査動作を実
行して反射電力が最小となる周波数を探索するよう構成した請求項１２に記載のマイクロ
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波加熱装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、固体素子である半導体素子を用いて構成したマイクロ波発生部を備えたマイ
クロ波加熱装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　マイクロ波により被加熱物を加熱処理するマイクロ波加熱装置の代表的な装置としては
電子レンジがある。電子レンジにおいては、マイクロ波発生部において発生したマイクロ
波が金属製の加熱室内部に放射され、加熱室内部の被加熱物が放射されたマイクロ波によ
り加熱処理される。
【０００３】
　従来の電子レンジにおけるマイクロ波発生部には、マグネトロンが用いられていた。マ
グネトロンにより生成されたマイクロ波は、導波管を介して加熱室内部に供給され、被加
熱物に放射されて、被加熱物に対する加熱処理が行われていた。
　マイクロ波を発生させるマイクロ波発生部としては、近年、固体素子である半導体素子
を用いて構成したものが注目されている。
【０００４】
　この種のマイクロ波発生部としては、半導体発振部と、半導体発振部の出力を複数に分
配する分配部と、分配された出力をそれぞれ増幅する複数の増幅部と、増幅部の出力を再
合成する合成部とを有し、分配部と増幅部との間に位相器を設けたものがある。このよう
なマイクロ波発生部を用いたマイクロ波加熱装置には、例えば、日本の特開昭５６－１３
２７９３号公報に開示された電子レンジがある。
【０００５】
　特開昭５６－１３２７９３号公報に開示された電子レンジにおいては、位相器がダイオ
ードのオンオフ特性によりマイクロ波の伝送線路の長さを切り換える構成である。この電
子レンジにおいて、合成器として９０度および１８０度ハイブリッドを用いることにより
２つの出力を形成している。この従来の電子レンジにおいては、位相器を制御することに
より２つの出力の電力比を変化させて、２つの出力間の位相を同相あるいは逆相に設定し
ている。このような位相器を備えた従来の電子レンジにおいては、合成器の２つの出力か
ら放射されるマイクロ波は、位相器によって同相または逆相に切り換えることで２つの放
射アンテナからの放射される電力比と位相差を変化させている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開昭５６－１３２７９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　電子レンジに代表されるマイクロ波加熱装置において、マイクロ波が供給される加熱室
内には、形状、種類、大きさ、量の異なるさまざまな被加熱物が収納される。加熱室内に
おいては、収納された被加熱物に対してマイクロ波が放射されるが、被加熱物の形状、種
類、大きさ、量等に応じて大きさの異なる反射電力が発生する。発生した反射電力が大き
い場合は、加熱効率が悪く、被加熱物を効率高く所望の状態で加熱していないことを示し
ている。したがって、マイクロ波が供給される加熱室内に収納された形状、種類、大きさ
、量の異なる様々な被加熱物に対して、被加熱物をユーザが所望する状態に加熱するとき
に反射電力を可能な限り小さくして、加熱効率を高めることはこの分野における達成すべ
き重要な課題であった。
【０００８】
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　本発明は、従来のマイクロ波加熱装置における上記の課題を達成するものであり、加熱
室内に収納される形状、種類、大きさ、量の異なる様々な被加熱物に対して、マイクロ波
供給手段から放射されたマイクロ波の加熱室側からの反射電力を小さくして、様々な被加
熱物に対し効率の高い加熱を行うことができるマイクロ波加熱装置を提供することを目的
とする。また、本発明は、複数のマイクロ波供給手段を加熱室の異なる壁面に最適に配置
して、加熱室内部のマイクロ波の電磁界分布を均一、若しくは被加熱物に応じて適切に加
熱することを可能とし、且つ小型化が可能なマイクロ波加熱装置を提供することを目的と
する。
【０００９】
　本発明は、上記目的を達成するものであり、マイクロ波を放射する機能を有した複数の
マイクロ波供給手段である、第１の給電部を加熱室が構成される壁面に配置するとともに
、第１の給電部が受け取った反射電力を加熱室に再放射する第２の給電部を設けることに
より、形状、種類、大きさ、量の異なる様々な被加熱物により生じる反射電力を小さくし
て、被加熱物を効率高く所望の状態に加熱するマイクロ波加熱装置を提供するものである
。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る第１の観点のマイクロ波加熱装置は、被加熱物を収容する加熱室と、
発振部と、
　前記発振部の出力を複数に分配して出力する電力分配部と、
　前記電力分配部の出力に接続され、前記電力分配部の出力位相をそれぞれ可変する複数
の位相可変部と、
　前記位相可変部の出力をそれぞれ電力増幅する複数の電力増幅部と、
　前記電力増幅部の出力を前記加熱室に供給する複数の第１の給電部と、
　前記第１の給電部が受け取ったマイクロ波の反射電力を前記加熱室に再放射する複数の
第２の給電部と、
　前記第１の給電部が受け取ったマイクロ波の反射電力を前記第２の給電部へ供給する循
環型の非可逆回路と、
　前記第２の給電部を介して前記電力増幅部に伝送された反射電力を検出する電力検出部
と、
　前記電力検出部が検出した反射電力情報に基づき前記発振部、前記電力増幅部および前
記位相可変部を制御する制御部と、を備え、
　反射電力が前記非可逆回路を介して供給されて対となる前記第１の給電部と前記第２の
給電部は、前記加熱室を構成する壁面に設けられ、前記加熱室へマイクロ波を放射する開
口部を有するとともに、前記開口部から放射されるマイクロ波の支配的な励振方向が異な
るよう構成されており、
　前記制御部は、前記電力検出部で検出された反射電力が最小となるように前記発振部の
発振周波数および前記位相可変部の位相量を制御するように構成されている。
【００１１】
　上記のように構成された第１の観点のマイクロ波加熱装置は、第１の給電部が受け取っ
たマイクロ波の反射電力を第２の給電部によって加熱室に再放射する構成であるため、電
力増幅部が出力するマイクロ波を効率よく被加熱物に吸収させることができる。また、本
発明においては、マイクロ波放射を異なる複数の給電部から行うことにより、異なる方向
から被加熱物に対して直接的にマイクロ波を効率高く照射することができる。また、第１
の観点のマイクロ波加熱装置は、第１の給電部から放射されるマイクロ波を被加熱物が置
かれた位置で干渉させることができ、加熱室内に放射されたマイクロ波を効率的に被加熱
物に吸収させて、反射電力を最小に抑制して被加熱物の加熱を効果的に行い、短時間での
加熱を実現することが可能となる。さらに、第１の観点のマイクロ波加熱装置は、様々な
形状、種類、大きさ、量の異なる被加熱物が加熱室に載置された場合でも過大な反射電力
によって増幅部に致命的な損傷を負わせることなく、被加熱物の加熱を効率的に行うこと
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ができる。
【００１２】
　本発明に係る第２の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第１の観点における前記発振部
、前記電力分配部、前記位相可変部、前記電力増幅部、前記第１の給電部、前記第２の給
電部、前記電力検出部および前記非可逆回路により構成されたマイクロ波発生部を少なく
とも二組以上備える構成としてもよい。このように構成された第２の観点のマイクロ波加
熱装置は、マイクロ波放射を異なる方向から被加熱物に対して直接的に照射することがで
きるため、形状、種類、大きさ、量の異なる様々な被加熱物を所望の状態に効率高く加熱
することができる。
【００１３】
　本発明に係る第３の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第２の観点における前記第１の
給電部と前記第２の給電部が前記加熱室を構成する壁面における同一壁面に配置される構
成としてもよい。このように構成された第３の観点のマイクロ波加熱装置は、第１の給電
部と第２の給電部間の物理的な距離を最小化して両給電部間での伝送路による伝送損失を
大幅に低減し、電力増幅部が出力するマイクロ波を効率高く加熱室内に放射することがで
きる。
【００１４】
　本発明に係る第４の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第２の観点における複数の前記
第１の給電部が前記加熱室を構成する壁面における同一壁面に配置される構成としてもよ
い。このように構成された第４の観点のマイクロ波加熱装置は、マイクロ波発生部におい
て各構成要素間を接続する伝送路を物理的に最小距離にて構成することが可能となり、伝
送路による伝送損失を最小化して、電力増幅部が出力するマイクロ波を効率高く加熱室内
に放射することができる。
【００１５】
　本発明に係る第５の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第２の観点における複数の前記
第１の給電部が前記加熱室を構成する壁面における異なる壁面に配置される構成としても
よい。このように構成された第５の観点のマイクロ波加熱装置は、異なる方向から被加熱
物に対して直接的にマイクロ波を照射することができ、様々な形状、種類、大きさ、量の
異なる被加熱物が加熱室内に載置された場合でも加熱室内に放射されたマイクロ波を効率
的に被加熱物に吸収させて、反射電力を最小に抑制して被加熱物の加熱を効果的に行い、
短時間での加熱を実現することが可能となる。
【００１６】
　本発明に係る第６の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第２の観点における複数の前記
発振部が同一の周波数で発振するよう構成してもよい。このように構成された第６の観点
のマイクロ波加熱装置は、マイクロ波加熱装置を構成する各々のマイクロ波発生部の発振
器を共用することができ、マイクロ波加熱装置の小型化が可能となる。
【００１７】
　本発明に係る第７の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第２の観点における複数の前記
発振部が異なる周波数で発振するよう構成してもよい。このように構成された第７の観点
のマイクロ波加熱装置は、各々のマイクロ波発生部において反射電力が最小となる周波数
を各々独立に選択できるため様々な形状、種類、大きさ、量の異なる被加熱物が加熱室に
載置された場合でも加熱室内に放射されたマイクロ波を効率的に被加熱物に吸収させて、
反射電力を最小に抑制して被加熱物の加熱を効果的に行い、短時間での加熱を実現するこ
とが可能となる。
【００１９】
　本発明に係る第８の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第２の観点における複数の前記
位相可変部の各々が独立の位相量を可変制御する構成としてもよい。このように構成され
た第８の観点のマイクロ波加熱装置は、各々のマイクロ波発生部における位相量を独立し
て制御することができ、様々な形状、種類、大きさ、量の異なる被加熱物が加熱室に載置
された場合でも、加熱室内に放射されたマイクロ波を効率的に被加熱物に吸収させて、反
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射電力を最小に抑制して被加熱物の加熱を効果的に行い、短時間での加熱を実現すること
が可能となる。
【００２１】
　本発明に係る第９の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第１の観点における前記電力検
出部の検出する反射電力が所定値以上になると前記電力増幅部が出力する電力を所定の割
合で減ずる構成としてもよい。このように構成された第９の観点のマイクロ波加熱装置は
、様々な形状、種類、大きさ、量の異なる被加熱物が加熱室に載置された場合でも過大な
反射電力によって増幅部に致命的な損傷を負わせることなく被加熱物の加熱を効率的に行
うことができると同時に、加熱中も常時所定の反射電力以下となる位相差および発振周波
数を維持できるため、被加熱物の温度上昇によって電波の吸収および反射の状態が変化し
ても常に効率的に被加熱物の加熱を行うことができる。
【００２２】
　本発明に係る第１０の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第１の観点における加熱動作
の初期状態において、前記制御部が、使用可能な周波数帯域において前記電力検出部が検
出した反射電力に関する周波数特性から反射電力が最小となる周波数を探索する最小反射
電力探査動作を行うよう構成してもよい。このように構成された第１０の観点のマイクロ
波加熱装置は、様々な形状、種類、大きさ、量の異なる被加熱物が加熱室に載置された場
合でも、反射電力を最小に抑制して被加熱物の加熱を効果的に行うことができる。
【００２３】
　本発明に係る第１１の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第１０の観点における前記制
御部が、前記最小反射電力探査動作を行うとき、前記電力増幅部の出力を低下させ、前記
最小反射電力探査動作が終了して反射電力が最小となる周波数により加熱動作を行うとき
に前記電力増幅部の出力を上昇させるよう構成してもよい。このように構成された第１１
の観点のマイクロ波加熱装置は、様々な形状、種類、大きさ、量の異なる被加熱物が加熱
室に載置された場合でも過大な反射電力によって増幅部に致命的な損傷を負わせることな
く被加熱物の加熱を効率的に行うことができる。
【００２４】
　本発明に係る第１２の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第１の観点における加熱動作
において、前記制御部が、前記電力検出部が逐次検出した反射電力において、より小さい
値となる周波数を選択して加熱動作を継続させる極小反射電力追尾動作を行うよう構成し
てもよい。このように構成された第１２の観点のマイクロ波加熱装置は、加熱動作中にお
いても、反射電力を最小化し、被加熱物の加熱を効果的に行うことができる。
【００２５】
　本発明に係る第１３の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第１２の観点における前記制
御部が、前記極小反射電力追尾動作において、前記電力検出部が検出した反射電力の値が
所定値を越えた場合には前記電力増幅部の出力を低下させるよう構成してもよい。このよ
うに構成された第１３の観点のマイクロ波加熱装置は、加熱動作中において、過大な反射
電力によって増幅部に致命的な損傷を負わせることなく被加熱物の加熱を効率的に行うこ
とができる。
【００２６】
　本発明に係る第１４の観点のマイクロ波加熱装置は、前記第１２の観点における前記制
御部が、前記極小反射電力追尾動作において、前記電力検出部が検出した反射電力の値が
所定値を越えた場合には、加熱動作を停止して、前記最小反射電力探査動作を実行して反
射電力が最小となる周波数を探索するよう構成してもよい。このように構成された第１４
の観点のマイクロ波加熱装置は、加熱動作中において、過大な反射電力によって増幅部に
致命的な損傷を負わせることなく、信頼性の高い装置となる。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、マイクロ波を放射する機能を有する複数のマイクロ波供給手段である
給電部を加熱室が構成される壁面に最適に配置するとともに第１の給電部から放射された
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マイクロ波の反射電力を第２の給電部から加熱室内へ再放射するよう構成することにより
、形状、種類、大きさ、量の異なる様々な被加熱物を効率高く所望の状態で加熱するマイ
クロ波加熱装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明に係る実施の形態１のマイクロ波加熱装置の構成を示す模式図
【図２】実施の形態１のマイクロ波加熱装置における給電部の配置例を示す図
【図３Ａ】実施の形態１のマイクロ波加熱装置における第１の給電部の支配的な励振方向
を示す図
【図３Ｂ】実施の形態１のマイクロ波加熱装置における第２の給電部の支配的な励振方向
を示す図
【図４】実施の形態１のマイクロ波加熱装置の位相差および発振周波数の制御例を示すフ
ローチャート
【図５】実施の形態１のマイクロ波加熱装置の最小反射電力探査動作を示すフローチャー
ト
【図６】図５に示す最小反射電力探査動作における周波数特性の一例を示す図
【図７】実施の形態１のマイクロ波加熱装置の極小反射電力追尾動作を示すフローチャー
ト
【図８Ａ】図７に示す極小反射電力追尾動作を説明する図
【図８Ｂ】図７に示す極小反射電力追尾動作の異常時の動作を示す図
【図９】マイクロ波加熱装置において、位相差調整による加熱室内部の電磁界分布の実験
に用いた加熱室を上方から見た平面断面図
【図１０】マイクロ波加熱装置において、位相差０度の加熱室内部の電磁界分布の実験結
果を示す等温線図
【図１１】マイクロ波加熱装置において、位相差４０度の加熱室内部の電磁界分布の実験
結果を示す等温線図
【図１２】マイクロ波加熱装置において、位相差８０度の加熱室内部の電磁界分布の実験
結果を示す等温線図
【図１３】マイクロ波加熱装置において、位相差１２０度の加熱室内部の電磁界分布の実
験結果を示す等温線図
【図１４】マイクロ波加熱装置において、位相差１６０度の加熱室内部の電磁界分布の実
験結果を示す等温線図
【図１５】マイクロ波加熱装置において、位相差２００度の加熱室内部の電磁界分布の実
験結果を示す等温線図
【図１６】マイクロ波加熱装置において、位相差２４０度の加熱室内部の電磁界分布の実
験結果を示す等温線図
【図１７】マイクロ波加熱装置において、位相差２８０度の加熱室内部の電磁界分布の実
験結果を示す等温線図
【図１８】マイクロ波加熱装置において、位相差３２０度の加熱室内部の電磁界分布の実
験結果を示す等温線図
【図１９】本発明に係る実施の形態２のマイクロ波加熱装置における給電部の配置例を示
す図
【図２０】本発明に係る実施の形態３のマイクロ波加熱装置における最小反射電力探査動
作を説明する図
【図２１】実施の形態３のマイクロ波加熱装置における最小反射電力探査動作を説明する
図
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、本発明に係るマイクロ波加熱装置の好適な実施の形態について、添付の図面を参
照しながら説明する。なお、以下の実施の形態のマイクロ波加熱装置においては電子レン
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ジについて説明するが、電子レンジは１つの例示であり、本発明のマイクロ波加熱装置は
、電子レンジに限定されるものではなく、誘電加熱を利用した加熱装置、生ゴミ処理機、
あるいは半導体製造装置などのマイクロ波加熱装置を含むものである。また、本発明は、
以下の実施の形態の具体的な構成に限定されるものではなく、同じ技術的思想に基づく構
成が本発明に含まれる。
【００３０】
　（実施の形態１）
　図１は本発明に係る実施の形態１のマイクロ波加熱装置の構成を示す模式図である。特
に、図１においては実施の形態１のマイクロ波加熱装置におけるマイクロ波発生手段であ
るマイクロ波発生部の構成をブロック図で示している。
【００３１】
　図１において、実施の形態１のマイクロ波発生部は、半導体素子を用いて構成した２つ
の発振部２ａ，２ｂ、各発振部２ａ，２ｂの出力を２分配する電力分配部３ａ，３ｂ、分
配部３ａ，３ｂのそれぞれの出力を増幅する電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄ、電力増
幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄによって増幅されたマイクロ波出力を加熱室１０の内部に放
射する第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄ、および、第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，
８ｄが受け取った反射電力を循環型の非可逆回路７ａ，７ｂ，７ｃ，７ｄを介して加熱室
内部に再放射する第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄを具備している。
【００３２】
　循環型の非可逆回路７ａ，７ｂ，７ｃ，７ｄは３つの入出力のポートを有しており、第
１のポートから入力されたマイクロ波電力は第２のポートへと導かれ、第３のポートには
現れない。また、第２のポートから入力されたマイクロ波電力は全て第３のポートへと導
かれ、第１のポートへは現れないように動作する。一般に、このように動作する循環型の
非可逆回路をサーキュレータと称している。以下の本明細書においては、非可逆回路７ａ
，７ｂ，７ｃ，７ｄをサーキュレータと称して説明する。
【００３３】
　また、実施の形態１のマイクロ波発生部は、電力分配部３ａ，３ｂと電力増幅部５ａ，
５ｂ，５ｃ，５ｄとを接続するマイクロ波伝送路に挿入され、電力増幅部５ａ，５ｂ，５
ｃ，５ｄへの出力に任意の位相差を発生させる位相可変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄと、電
力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄと第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄとを接続するマ
イクロ波伝送路に挿入され、第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄが受け取った加熱室内
部からの反射電力を検出する電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄと、電力検出部６ａ，６
ｂ，６ｃ，６ｄからの検出信号が入力され、発振部２ａ，２ｂと位相可変部４ａ，４ｂ，
４ｃ，４ｄと電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄを駆動制御する制御部１２と、有してい
る。
【００３４】
　電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄと第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄとの間に挿
入されたサーキュレータ７ａ，７ｂ，７ｃ，７ｄは、第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８
ｄが受け取った反射電力を第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄに導いている。制御部１
２は、電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄによって検出された反射電力に応じて発振部２
ａ，２ｂの発振周波数と、位相可変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄの位相量と、電力増幅部５
ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄの増幅率を制御する。
【００３５】
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置は、被加熱物１１を収納する略直方体構造からなる
加熱室１０を有し、加熱室１０は金属材料からなる左壁面、右壁面、底壁面、上壁面、奥
壁面、および被加熱物１１を収納するために開閉する開閉扉（図１においては手前側であ
り、図示省略）で構成されている。上記のように構成された加熱室１０は、開閉扉が閉じ
た状態において、加熱室内に供給されたマイクロ波を内部に閉じ込めて、マイクロ波が漏
れないように構成されている。また、加熱室内には被加熱物１１を載置するための載置台
１３が設けられている。
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【００３６】
　また、実施の形態１のマイクロ波加熱装置は、マイクロ波発生部の出力が伝送されて、
そのマイクロ波を加熱室内に放射供給する２組の給電部である、第１の給電部８ａ，８ｂ
，８ｃ，８ｄおよび第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄが加熱室１０を構成する各壁面
に配置されている。
【００３７】
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、制御的に対となる給電部が対向する壁
面に配置されている。即ち、左壁面および右壁面の略中央には、第１の電力分配部３ａに
より分配されたマイクロ波が供給される制御的に対となる第１の給電部８ａ，８ｂがそれ
ぞれ配置されている。また、左壁面および右壁面には、制御的に対となる第１の給電部８
ａ，８ｂが受け取った反射電力をサーキュレータ７ａ，７ｂを介して出力する、制御的に
対となる第２の給電部９ａ，９ｂがそれぞれ配置されている。
【００３８】
　実施の形態１において、第１の給電部８ａ，８ｂは、左壁面および右壁面の略中央に配
置された例を示しているが、それらのマイクロ波放射方向が完全に対向しないようにずれ
て配置されている。また、第２の給電部９ａ，９ｂにおいても、左壁面および右壁面に配
置された例を示しているが、それらのマイクロ波放射方向が完全に対向しないようずれて
配置されている。第２の給電部９ａ，９ｂのそれぞれは、各第１の給電部８ａ，８ｂの下
側に配置されており、載置台１３上の被加熱物１１に対して確実にマイクロ波が照射され
る位置に配置されている。
【００３９】
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、加熱室１０の上壁面と底壁面の略中央
に制御的に対となる第１の給電部８ｃ，８ｄを配置し、同様に加熱室１０の上壁面と底壁
面に第２の給電部９ｃ，９ｄを配置した構成を示している。しかし、本発明のマイクロ波
加熱装置の構成は、実施の形態１のマイクロ波加熱装置における各給電部の配置に拘束さ
れるものではなく、各種対応が可能である。例えば、いずれか１つの壁面に複数の第１の
給電部を設けてもよいし、対向面ではない壁面、例えば右壁面と底壁面のような隣接する
壁面に制御的に対となる給電部を設けた構成も可能である。
【００４０】
　半導体素子を有して構成された電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄは、低誘電損失材料
により形成された誘電体基板の片面に形成した導電体パターンにて回路を構成し、各電力
増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄの増幅素子である半導体素子を良好に動作させるべく、各
半導体素子の入力側と出力側にそれぞれ整合回路を配している。
【００４１】
　各々の機能ブロックを接続するマイクロ波伝送路は、誘電体基板の片面に設けられた導
電体パターンによって特性インピーダンスが略５０Ωの伝送回路が形成されている。
【００４２】
　第１の電力分配部３ａおよび第２の電力分配部３ｂは、例えばウィルキンソン型分配器
のような出力間に位相差を生じない同相分配器であってもよいし、ブランチライン型やラ
ットレース型のような出力間に位相差を生じる分配器であってもよい。第１の電力分配部
３ａは、第１の発振部２ａから入力されたマイクロ波電力の略１／２の電力を２つの位相
可変部４ａ，４ｂにそれぞれ出力する。また、第２の分配部３ｂは、第２の発振部２ｂか
ら入力されたマイクロ波電力の略１／２の電力を２つの位相可変部４ｃ，４ｄにそれぞれ
出力する。
【００４３】
　また、各位相可変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄは、印加電圧に応じて容量が変化する容量
可変素子を用いて構成されており、各位相可変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄの位相可変範囲
は、０度から略１８０度の範囲である。したがって、各位相可変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４
ｄより出力されるマイクロ波電力の位相差は、０度から±１８０度の範囲内で制御するこ
とが可能である。
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【００４４】
　電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄは、加熱室１０側から第２の給電部９ａ，９ｂ，９
ｃ，９ｄが受け取り、サーキュレータ７ａ，７ｂ，７ｃ，７ｄを介して電力増幅部５ａ，
５ｂ，５ｃ，５ｄに伝送される、いわゆる反射波の電力を抽出するものである。電力検出
部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄの電力結合度は、例えば約４０ｄＢであり、反射電力の約１／
１００００の電力量を抽出する。電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄにより検出された電
力信号はそれぞれ、検波ダイオード（図示省略）で整流し、コンデンサ（図示省略）で平
滑処理して、その平滑された信号が制御部１２に入力される。
【００４５】
　制御部１２は、ユーザが直接入力する被加熱物の加熱条件あるいは加熱中に被加熱物の
加熱状態から得られる加熱情報、および電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄにより検出さ
れた電力信号である反射電力の情報などに基づいて、マイクロ波発生部の構成要素である
第１の発振部２ａ、第２の発振部２ｂ、および電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄのそれ
ぞれに供給する駆動電力の制御、並びに位相可変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄに供給する電
圧を制御して、加熱室１０内に収納された被加熱物１１をユーザが所望する状態となるよ
う最適に加熱する。また、マイクロ波発生部には主に電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄ
に設けられた半導体素子の発熱を放熱させるための放熱手段（図示省略）が設けられてい
る。
【００４６】
　また、第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄから放射するマイクロ波の支配的な励振方
向は、第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄから放射するマイクロ波の支配的な励振方向
と一致しないように、第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄおよび第２の給電部９ａ，９
ｂ，９ｃ，９ｄが以下のように構成されている。
【００４７】
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置において、加熱室１０の各壁面に設けられた第１の
給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄおよび第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄは、開口部が
アンテナとなる開口型の給電部である。図２は第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄおよ
び第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄの開口部の形状の一例を示している。開口型の給
電部においては、マイクロ波を加熱室内に放射するアンテナである開口部の形状が、マイ
クロ波の支配的な励振方向を決定する。
【００４８】
　第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄおよび第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄの構
成は、効率的にマイクロ波を開口部から加熱室内に放射するために、開口部におけるイン
ピーダンスと加熱室内の空間のインピーダンスとを整合させる必要がある。具体的には、
加熱室内の開放空間に対して開口部における反射が－２０ｄＢ以下となるように開口部の
インピーダンスを設計すると、開口部に対して供給する電力の９９％が開口部から放射さ
れることになる。
【００４９】
　また、第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄおよび第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９
ｄの各開口部は、いわゆるアンテナとして機能するため、各給電部へマイクロ波を導く導
波路内において単一のモードのマイクロ波が存在するように設定するとインピーダンスの
設計が容易になる。電磁波の伝搬形態としては、ＴＥモード（Transverse Electric Mode
)、ＴＭモード（Transverse Magnetic Mode）、およびＴＥＭモード（Transverse Electr
omagnetic Mode）の３形態がある。例えば、放射するマイクロ波の周波数が電子レンジに
おいて使用されている２４５０ＭＨｚ±５０ＭＨｚの周波数帯域であって、長方形状の開
口部における長辺と短辺の長さの比が２：１である矩形状の導波管を用いた場合、短辺に
垂直な方向に電界が立つＴＥ１０モードでマイクロ波を伝播させるためには、開口部の長
辺の長さが１１０ｍｍであり、短辺の長さが５５ｍｍの、いわゆるＷＲ－４３０導波管（
ＥＩＡ規格名）が用いられる。このときの管内波長λｇは約１４８ｍｍとなり、開口部の
短辺の長さをλｇ／４程度に設計しておくと、開口部から効率的にマイクロ波が放射され
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る。
【００５０】
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置の構成においては、発明者が各種実験を行い検討し
た結果、給電部の各開口部における短辺の長さを３０ｍｍ、長辺の長さを８０ｍｍと設定
した。この設定した長さは、厳密には管内波長の１／４とは相違しているが、この程度の
相違は本発明の効果を損なうものではない。
【００５１】
　図３Ａおよび図３Ｂは、加熱室１０の左壁面に設けられた第１の給電部８ａおよび第２
の給電部９ａの各開口部から放射されるマイクロ波の支配的な励振方向を示す図である。
図３Ａは第１の給電部８ａの開口部における励振方向（図３Ａにおいては上下方向）を矢
印で示しており、図３Ｂは第２の給電部９ａの開口部における励振方向（図３Ｂにおいて
は左右方向）を矢印で示している。
【００５２】
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、左壁面の第１の給電部８ａ、右壁面の
第１の給電部８ｂ、底壁面の第１の給電部８ｃ、および上壁面の第１の給電部８ｄがそれ
ぞれ放射するマイクロ波の支配的な励振方向は、ほぼ一致するように構成されている。ま
た、左壁面の第２の給電部９ａ、右壁面の第２の給電部９ｂ、底壁面の第２の給電部９ｃ
、および上壁面の第２の給電部９ｄが放射するマイクロ波の支配的な励振方向は、ほぼ一
致するように構成されている。しかし、第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄおよび第２
の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄの各開口部は、図２に示すように配設されているため、
第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄが放射するマイクロ波と、第２の給電部９ａ，９ｂ
，９ｃ，９ｄが放射するマイクロ波の支配的な励振方向は、一致しないものとなっている
。
【００５３】
　図２に示したように、実施の形態１においては、例えば左壁面の第１の給電部８ａの開
口部と第２の給電部９ａの開口部におけるそれぞれの長手方向が直交するように構成した
例で説明したが、本発明はこの例に限定されるものではない。例えば、第１の給電部８ａ
の開口部の長手方向と第２の給電部９ａの開口部の長手方向のなす角度を、９０度の他に
、３０度、４５度等の任意の角度に設定することが可能である。
【００５４】
　図３Ａおよび図３Ｂに示すように、各開口部から放射されるマイクロ波の支配的な励振
方向は、開口部の長手方向に対して垂直な短辺方向であり、この短辺方向に支配的なマイ
クロ波が励振されて、開口部から放射されている。したがって、開口部において支配的な
方向に振動するマイクロ波は、このマイクロ波が放射される開口部においては容易に通過
するのに対して、その開口部の短辺方向と異なる方向（例えば、短辺方向から９０度回転
した長手方向）に振動するマイクロ波は、その開口部を通過することが困難となる。この
ため、第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄの各開口部から放射されたマイクロ波が、第
２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄの開口部内に直接的に伝送されることが極めて少なく
、殆どのマイクロ波は加熱室内に放射されて、被加熱物１１を加熱する。
【００５５】
［加熱動作］
　次に、以上のように構成された実施の形態１のマイクロ波加熱装置における加熱動作に
ついて説明する。
【００５６】
　図４は実施の形態１のマイクロ波加熱装置において実行される加熱動作を示すフローチ
ャートである。図４に示すように、実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、実際
に所定の出力で加熱動作（本加熱動作）を行う前の加熱動作初期状態において、加熱室１
０内に被加熱物１１が配置された状態で、被加熱物１１からの反射電力が最小となる周波
数を探査する最小反射電力探査動作が行われる（ステップ１）。この最小反射電力探査動
作においては、マイクロ波出力は低く抑えられている。ステップ１において検知された最
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小反射電力のときの周波数で第１の発振部２ａおよび第２の発振部２ｂを発振させて、実
際の所定の出力で加熱する本加熱動作が開始される（ステップ２）。この本加熱動作にお
いては、極小反射電力追尾動作が実行される（ステップ３）。極小反射電力追尾動作は、
ユーザが設定した加熱条件を満たした時点（例えば、設定時間、設定温度等を満たした時
点）である加熱動作終了まで行われる（ステップ４）。実施の形態１のマイクロ波加熱装
置における最小反射電力探査動作および極小反射電力追尾動作の詳細については、後述す
る。
【００５７】
　まず始めに、ユーザが被加熱物１１を加熱室内に配置して、その被加熱物１１に関する
加熱条件を操作部（図示していない）において入力する。ユーザが加熱開始キーを押圧す
ることにより、加熱開始信号が生成されて、その加熱開始信号が制御部１２に入力される
。加熱開始信号が入力された制御部１２は制御出力信号を生成し、マイクロ波発生部は動
作を開始する。制御部１２は、駆動電源（図示省略）を稼働して、第１の発振部２ａおよ
び第２の発振部２ｂに電力を供給する。この時、制御部１２は、第１の発振部２ａおよび
第２の発振部２ｂに対して、初期の発振周波数、例えば２４００ＭＨｚに設定される信号
を供給して、第１の発振部２ａおよび第２の発振部２ｂにおける発振を開始させる。
【００５８】
　第１の発振部２ａおよび第２の発振部２ｂが発振動作を開始すると、それぞれの出力は
第１の電力分配部３ａおよび第２の電力分配部３ｂにおいて、各々略１／２に分配されて
、４つのマイクロ波電力信号が形成される。分配されたマイクロ波電力信号は、各位相可
変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄを介して電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄにそれぞれ入力
される。制御部１２は、駆動電源を制御して、各電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄの出
力を制御する。
【００５９】
　第１の電力分配部３ａおよび第２の電力分配部３ｂにおいて分配されて形成されたマイ
クロ波電力信号は、位相可変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄ、並列動作する電力増幅部５ａ，
５ｂ，５ｃ，５ｄ、そして電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄを経て４つの第１の給電部
８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄからマイクロ波電力として出力されて、加熱室１０内に放射され
る。本加熱動作前の加熱動作初期状態における最小反射電力探査動作においては、各電力
増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄはそれぞれ１００Ｗ未満、例えば５０Ｗの低いマイクロ波
電力を出力する。最小反射電力探査動作においては、反射電力によって各増幅部５ａ，５
ｂ，５ｃ，５ｄの発熱量が放熱可能な熱量を超えないように、低いマイクロ波電力がアン
テナから加熱室１０内に放射されるよう構成されている。
【００６０】
　加熱室１０内に供給されたマイクロ波電力が被加熱物１１に１００％吸収されると加熱
室１０からの反射電力は０Ｗになる。しかし、加熱室１０内に収納される被加熱物１１は
、種類、形状、大きさ、および量がその都度異なるため、常にマイクロ波電力が被加熱物
１１に１００％吸収されることはなく、加熱室１０においては反射電力が発生する。被加
熱物１１の種類、形状、大きさ、および量により、被加熱物１１を含む加熱室１０の電気
的特性が異なっている。このため、被加熱物１１により決定される電気的特性に基づくマ
イクロ波発生部の出力インピーダンスと加熱室１０のインピーダンスとに応じた反射電力
が発生する。その反射電力は加熱室１０内部からマイクロ波発生部側に伝送される。
【００６１】
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、サーキュレータ７ａ，７ｂ，７ｃ，７
ｄは、第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄが受け取った加熱室１０内部から反射された
マイクロ波電力（反射電力）を第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄへ導き、第２の給電
部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄから加熱室１０内部へ再放射するよう構成されている。
【００６２】
　前述のように、実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、第１の給電部８ａ，８
ｂ，８ｃ，８ｄと第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄのマイクロ波の励振方向が異なる
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ように構成されているため、第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄから直接的に第２の給
電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄへ伝送されるマイクロ波電力の量は極めて低く抑えられてい
る。また、同じ理由により、第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄから直接的に第１の給
電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄへ伝送されるマイクロ波電力の量は極めて低く抑えられてい
る。このため、電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄが各々出力するマイクロ波電力は、第
１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄおよび第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄから加熱
室１０内部に確実に放射されて、反射電力の低減が図られており、被加熱物１１を効率的
に加熱する。
【００６３】
　電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄとサーキュレータ７ａ，７ｂ，７ｃ，７ｄとの間に
設けられた電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄは、検出対象周波数帯域（例えば、２４０
０ＭＨｚ～２５００ＭＨｚ）において、加熱室１０内部からマイクロ波発生部側に伝送さ
れてきた反射電力量を検出し、その反射電力量に比例した検出信号を抽出するものである
。その反射電力量に比例した検出信号を受けた制御部１２は、検出対象周波数帯域（例え
ば、２４００ＭＨｚ～２５００ＭＨｚ）において、反射電力が最小値となる発振周波数の
選択を行う。この発振周波数の選択動作において、制御部１２は、位相可変部４ａ，４ｂ
，４ｃ，４ｄにより、制御的に対となる第１の給電部８ａと８ｂ、および第１の給電部８
ｃと８ｄにおいて生じる位相差を０度の状態で第１の発振部２ａおよび第２の発振部２ｂ
の発振周波数を初期の２４００ＭＨｚから、例えば１ＭＨｚピッチ間隔で徐々に高い周波
数側に変化させて、周波数可変範囲の上限である２５００ＭＨｚまで変化させていく。こ
のときの反射電力が電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄにより検知されて、その検知信号
が制御部１２に入力される。
【００６４】
　このように制御部１２が発振周波数に対する最小反射電力探査動作を行うことにより、
制御部１２は第１の発振部２ａおよび第２の発振部２ｂの発振周波数に対する反射電力の
変動状態を認識する。制御部１２においては、検出対象周波数帯域において反射電力が最
も小さくなる発振周波数を出力するように第１の発振部２ａおよび第２の発振部２ｂを制
御するとともに、ユーザが入力した被加熱物１１に対する加熱条件に対応した加熱出力が
得られるように、第１の発振部２ａ，第２の発振部２ｂ，および各電力増幅部５ａ，５ｂ
，５ｃ，５ｄを駆動制御する。駆動制御された各電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄの出
力である所望のマイクロ波電力信号は、電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄおよびサーキ
ュレータ７ａ，７ｂ，７ｃ，７ｄを介して第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄに供給さ
れる。第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄは入力されたマイクロ波電力を加熱室１０内
の被加熱物１１に出力し、第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄが受け取った反射電力を
サーキュレータ７ａ，７ｂ，７ｃ，７ｄを介して第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄに
供給する。第２の給電部９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄは反射電力のマイクロ波電力を加熱室１
０内部に放射し、被加熱物１１を加熱する。
【００６５】
［最小反射電力探査動作］
　次に、実施の形態１のマイクロ波加熱装置において実際に所定の出力で加熱する本加熱
動作の前に行われる最小反射電力探査動作について詳細に説明する。図５は、図４に示し
たマイクロ波加熱装置の加熱動作において行われる最小反射電力探査動作を示すフローチ
ャートである。
【００６６】
　最小反射電力探査動作は、ユーザが加熱開始キーを押圧することにより開始する。ステ
ップ１０１においては、制御的に対となる給電部（例えば、第１の給電部８ａと８ｂ）か
ら出力されるマイクロ波の位相差（Φ）を０に固定した状態で、且つ発振周波数（Ｆ（ｍ
））を検出対象周波数帯域の最低周波数（Ｆmin、例えば、２４００ＭＨｚ）に設定して
加熱室側からの反射電力を検出する（ステップ１０２）。次に、最低周波数から最高周波
数（Ｆmax、例えば、２５００ＭＨｚ）へ変化幅ΔＦだけ徐々にｍ回上昇させていく（ｍ
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は正の整数）。このとき、加熱室側からの反射電力を逐次検出していく（ステップ１０２
）。この反射電力検出動作を検出対象周波数帯域の最高周波数まで継続する（ステップ１
０２～ステップ１０４）。反射電力検出動作において検出された反射電力に対する周波数
特性に基づいて、最小反射電力値を示した周波数を検出して、その周波数を本加熱動作時
の第１の発振部２ａおよび第２の発振部２ｂの発振周波数とする（ステップ１０５）。な
お、実施の形態１のマイクロ波加熱装置の制御部１２においては、各電力検出部６ａ，６
ｂ，６ｃ，６ｄから入力される反射電力に関する周波数特性情報が合成されて１つの周波
数特性曲線を算出して最小反射電力を示す周波数を検出している。
【００６７】
　以上が実施の形態１のマイクロ波加熱装置において本加熱動作の前に実行される最小反
射電力探査動作である。図６は、最小反射電力探査動作において、最低周波数（２４００
ＭＨｚ）から最高周波数（２５００ＭＨｚ）までの周波数でスイープ動作を行い、反射電
力の変動を測定した周波数特性の一例を示す図である。図６における反射電力曲線の最小
値が最小反射電力周波数（ｆｏｐ）となる。
【００６８】
　なお、本発明に係る実施の形態１において、最小反射電力探査動作は検出対象周波数帯
域の最低周波数から最高周波数までの単一方向だけ行われる例で説明したが、検出対象周
波数帯域の最高周波数から最低周波数までの単一方向でもよく、または往復動作で探査動
作を行ってもよい。
【００６９】
　上記のように最小反射電力探査動作を行うことにより、様々な形状、大きさ、量などの
異なる被加熱物１１に対して反射電力が最も小さくなる条件で加熱を開始することができ
、電力増幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄに備えられた半導体素子が反射電力によって過剰に
発熱することを防止でき熱的な破壊を回避することができる。
【００７０】
［極小反射電力追尾動作］
　次に、実施の形態１のマイクロ波加熱装置において、加熱動作中の本加熱動作において
行われる極小反射電力追尾動作について説明する。極小反射電力追尾動作とは、本加熱動
作中に行われる反射電力の極小値を逐次追尾する動作である。
【００７１】
　前述の最小反射電力探査動作により検出された周波数による本加熱動作中においては、
反射電力が極小値となるように極小反射電力追尾動作が行われる。以下の極小反射電力追
尾動作の説明において、加熱動作中における第１の発振部２の発振周波数、および第１の
発振部２からの出力が入力され、制御的に対となっている位相可変部４ａ，４ｂの位相差
に関する制御について説明する。別の対である位相可変部４ｃ，４ｄにおいても、位相可
変部４ａ，４ｂと同様の制御が行われるため、ここでは代表して一方の制御的に対である
位相可変部４ａ，４ｂの制御についてのみ説明し、位相可変部４ｃ，４ｄの制御について
は省略する。
【００７２】
　図７は、実施の形態１のマイクロ波加熱装置において、本加熱動作時に実行される極小
反射電力追尾動作のフローチャートであり、第１の発振部２の発振周波数および位相可変
部４ａ，４ｂの位相差を制御して、時々刻々変化する発振周波数近辺の反射電力の極小値
を追尾するものである。
【００７３】
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、位相可変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄが
加熱開始から所定の変化量（ΔΦ）で徐々にその位相を変化させている。位相可変部４ａ
，４ｂによって位相を変化させることによって加熱室内部において第１の給電部８ａ，８
ｂが放射するマイクロ波の干渉する位置を変化させることができる。このため、加熱室１
０内に載置された被加熱物１１の位置に応じて位相を制御して干渉位置を変動させること
により、被加熱物１１を均等若しくは局部的に加熱することが可能となる。



(15) JP 5280372 B2 2013.9.4

10

20

30

40

50

【００７４】
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置における加熱動作中においては、位相可変部４ａ，
４ｂにおける位相差（Φ（ｎ））（ｎは正の整数）を一定の時間間隔で、一定の変化幅Δ
Φ、例えば１０度毎に変化させる（Ｓ３０１）。このとき、第１の発振部２ａは、位相可
変部４ａ，４ｂが位相差を変える時間間隔と同じ間隔で一定の変化幅Δｆ、例えば０．１
ＭＨｚ毎に発振周波数を変化させていく（Ｓ３０２）。上記のように、位相可変部４ａ，
４ｂの位相差および第１の発振部２ａの発振周波数を変更する毎に電力検出部６ａ，６ｂ
において反射電力（Ｐｒ（ｎ））を検出する（Ｓ３０３）。
【００７５】
　ステップ３０３において検出された反射電力（Ｐｒ（ｎ））が予め設定した所定値Ｘよ
り大きいか否かが判断される（ステップ３０４）。検出された反射電力（Ｐｒ（ｎ））が
所定値Ｘより大きい場合（Ｐｒ（ｎ）＞Ｘ）には、加熱室１０内の被加熱物１１等におい
て初期状態と大きく異なる状態が生じたと判断して、本加熱動作を一旦中止して（ステッ
プ３０５）、マイクロ波加熱装置において本加熱動作の直前に実行した最小反射電力探査
動作が再度行われる（ステップ３０６）。この最小反射電力探査動作は、前述のように位
相差を０度に設定して、検出対象周波数帯域の最低周波数（例えば、２４００ＭＨｚ）か
ら一定変化幅（例えば、０．１ＭＨｚ）毎に上昇させ、変化させる度に反射電力を検出す
るものである。最小反射電力探査動作が実行されることにより、被加熱物１１を収納する
当該加熱室における反射電力に関する周波数特性が検出される。制御部１２は、検出した
周波数特性に基づいて、最小反射電力となる周波数を検出し、その周波数で発振するよう
に、第１の発振部２ａおよび第２の発振部２ｂを制御する。以下、図４に示したステップ
２以降が実行される。
【００７６】
　一方、ステップ３０４において、検出された反射電力（Ｐｒ（ｎ））が所定値Ｘより小
さい場合（Ｐｒ（ｎ）≦Ｘ）には、ステップ３０７へ移行する。制御部１２は今回検出さ
れた反射電力（Ｐｒ（ｎ））と前回検出された反射電力（Ｐｒ（ｎ－１））とを比較し、
今回検出された反射電力が減少していれば（Ｐｒ（ｎ）≦Ｐｒ（ｎ－１））、現在の発振
周波数を維持する（ステップ３０８）。そして、変化幅Δｆの符号（＋）をそのまま維持
して（ステップ３０９）、次のステップ３０１に移行する。このとき、当該被加熱物１１
に対する加熱条件が満たされていれば、この加熱動作は終了となり、同時に極小反射電力
追尾動作も終了する（ステップ３１２）。
【００７７】
　一方、ステップ３０７において、今回検出された反射電力が増大していれば（Ｐｒ（ｎ
）＞Ｐｒ（ｎ－１））、現在の発振周波数を前回の発振周波数に変更する（ステップ３１
０）。そして、変化幅Δｆの符号を逆（－）に変更して（ステップ３１１）、次のステッ
プ３０１に移行する。このとき、当該被加熱物１１に対する加熱条件が満たされていれば
、この加熱動作は終了となり、同時に極小反射電力追尾動作も終了する（ステップ３１２
）。
　上記の極小反射電力追尾動作を本加熱動作中において繰返すことにより、位相差および
発振周波数を徐々に変化させていきながら、当該加熱室１０からの反射電力を常に極小値
に向かうよう制御することができる。
【００７８】
　なお、実施の形態１のマイクロ波加熱装置では、検出された反射電力（Ｐｒ（ｎ））が
予め設定した所定値Ｘより大きい場合（Ｐｒ（ｎ）＞Ｘ）には、本加熱動作を一旦中止し
て、最小反射電力探査動作を再度行う設定としている（ステップ３０６）。しかし、本加
熱動作を一旦停止すると、調理などにおいて問題が生じる場合があるため、例えば電力増
幅部５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄが出力する電力を所定の割合で減じていく構成としてもよい
。
【００７９】
　図８Ａおよび図８Ｂは、極小反射電力追尾動作を示す反射電力に対する周波数特性図で
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ある。図８Ａにおいて、（ａ）が前述の図６に示した本加熱動作前に検出した周波数特性
図であり、（ｂ）が本加熱動作中において変化した周波数特性において極小値が変化した
状態を示している。図８Ａの（ｂ）において、破線が本加熱動作前の周波数特性曲線であ
り、実線が本加熱動作中の周波数特性曲線である。実施の形態１のマイクロ波加熱装置に
おける加熱動作中の極小反射電力追尾動作により、反射電力の極小値を追尾して常に効率
の高い加熱が可能となる。
【００８０】
　ただし、図８Ｂに示すように、加熱動作中の周波数特性曲線が大きく変化した場合には
、即ち図７のステップ３０４において反射電力値（Ｐｒ（ｎ））が所定値Ｘより大きくな
った場合には、極小反射電力追尾動作では極小値を追尾できないため、一旦本加熱動作を
停止して最小反射電力探査動作を行う。図８Ｂにおいて、（ａ）が前述の図６に示した本
加熱動作前に検出した周波数特性図であり、（ｂ）が本加熱動作中において大きく変化し
た周波数特性曲線を示している。図８の（ｂ）において、破線が本加熱動作前の周波数特
性曲線であり、実線が本加熱動作中において大きく変化した周波数特性曲線である。
【００８１】
　上記のように、極小反射電力追尾動作においては位相可変部４ａ，４ｂが一定の変化幅
ΔΦ（例えば、位相差１０度）で位相差Φを時々刻々変化させている。この位相可変部４
ａ，４ｂによって生じる位相差Φを変化させることによって加熱室１０内でのマイクロ波
の干渉位置が変化するため被加熱物１１を均等に加熱することが可能となる。一方、位相
差Φを特定の値に固定することにより、加熱室１０内でのマイクロ波の干渉位置を一定と
して、被加熱物１１を局所的に加熱することが可能となる。
【００８２】
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、上記のように加熱動作を制御すること
により、加熱動作中においても電力検出部６ａ，６ｂが加熱室１０からの反射電力を検出
する構成であるため、制御部１２が反射電力の状態を常に認識して、発振周波数を時々刻
々微調整して、加熱室内部を常に反射電力が低い状態に維持することができる。また、実
施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、位相差を変更する構成であるため、反射電
力の状態を考慮して、位相差を時々刻々微調整して、加熱室内部を常に反射電力の低い状
態に維持することが可能である。
【００８３】
　したがって、実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、半導体素子の発熱を低く
抑えることが可能となり、加熱効率を高く維持することができるため、短時間での加熱を
図ることが可能である。
【００８４】
　また、実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、許容可能な反射電力値を所定値
として定め、その許容可能な反射電力値までの範囲内において、制御部１２が時間的に位
相可変部４ａ，４ｂの位相差と第１の発振部２ａと第２の発振部２ｂの発振周波数を変化
させる構成とすることも可能である。このように位相差と発振周波数を変化させることに
より、加熱室１０内でのマイクロ波の伝播状態を時間的に変化させることができるので、
被加熱物１１の局所加熱を解消し、加熱の均一化を図ることが可能である。
【００８５】
　なお、上記の説明においては、第１の電力分配部３ａおよび第２の電力分配部３ｂのそ
れぞれの出力に対して、２つの位相可変部４ａ，４ｂ、および４ｃ，４ｄを挿入した例で
説明したが、第１の電力分配部３ａおよび第２の電力分配部３ｂのいずれか一方の出力に
のみ位相可変部を挿入して、その位相変化幅を０度から３６０度となるように調整するこ
とも可能である。
【００８６】
［位相制御動作］
　実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、制御部１２からの制御信号により位相
可変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄが対向して配置された制御的に対となる２つの第１の給電
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部８ａと８ｂ、および２つの第１の給電部８ｃと８ｄのそれぞれから放射されるマイクロ
波の位相差を自在に変化させる構成を有している。このように位相可変部４ａ，４ｂ，４
ｃ，４ｄにより、加熱室１０において対向する位置から供給されるマイクロ波の位相を調
整することにより、加熱室内部に所望の電磁波分布を形成することが可能となる。実施の
形態１における位相可変部４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄは、印加電圧に応じて静電容量が変化
する静電容量可変素子を用いて構成されており、位相可変範囲が０度～１８０度の範囲で
ある。なお、制御的に対の第１の給電部８ａと８ｂ、および第１の給電部８ｃと８ｄを対
向する位置ではなく、対向しない位置、例えば同じ壁面における異なる位置や、隣接する
壁面における位置に配設した場合であっても、位相を調整することにより加熱室１０内の
電磁波分布を変更することができる。
【００８７】
　上記のように、実施の形態１のマイクロ波加熱装置の加熱動作時においては、アンテナ
となる第１の給電部８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄにおいて制御的に対の第１の給電部８ａと８
ｂ、および第１の給電部８ｃと８ｄから放射されるマイクロ波の位相差が、制御部１２に
よる位相制御により変化するよう構成されている。
【００８８】
　以下、このように制御部１２により位相制御を行うことにより被加熱物１１を均等、若
しくは局部的に加熱することが可能となる理由について説明する。
【００８９】
　まず、マイクロ波加熱装置において、加熱室１０を構成する壁面に対向して配置された
給電部であるアンテナから放射されるマイクロ波において位相差を変化させることにより
、加熱室内部の電磁界分布がどのような変化するかについて、本発明者が実験を行ったの
で以下に説明する。
【００９０】
　図９は、実験に用いた加熱室１０を上方から見た平面断面図である。この実験では、図
９に示すように、初めに加熱室１０の内部に所定量の水が入った複数のカップ（図９にお
いてはＣＵとして表示）を整列配置した。その時の各カップ（ＣＵ）内の中央部（図９に
おいて点Ｐと表示）における水の温度を測定した。
【００９１】
　そして、加熱室１０の対向する壁面に配置されたアンテナ（Ａ１，Ａ２）から位相を変
化させたマイクロ波を放射させた。その後、所定時間経過後にマイクロ波の放射を停止し
て、各カップ（ＣＵ）内の中央部の位置（Ｐ）において、マイクロ波放射による水の温度
上昇値を測定した。
【００９２】
　アンテナＡ１から放射されるマイクロ波とアンテナＡ２から放射されるマイクロ波との
間で複数の位相差を設定し、設定した位相差ごとに複数回のマイクロ波を放射した。なお
、本実験では、位相差を０度～３２０度の範囲において４０度ごとに変えて測定した。
【００９３】
　上記のように、マイクロ波加熱装置の加熱室内部の水平面内に配置された水の温度上昇
値を測定することにより、加熱室内部におけるマイクロ波の電磁界分布を調査した。本実
験によれば、水の温度上昇値が高い領域では電磁界分布が強いと判定でき、水の温度上昇
値が低い領域では電磁界分布が弱いと判定できる。
【００９４】
　図１０は、アンテナＡ１から放射されるマイクロ波とアンテナＡ２から放射されるマイ
クロ波の位相差を０度に設定した場合の実験結果を、水の温度上昇値に基づく等温線によ
り示したものである。同様に、図１１～図１８は、アンテナＡ１から放射されるマイクロ
波とアンテナＡ２から放射されるマイクロ波の位相差を４０度から３２０度の範囲におい
て４０度ごと変えて測定した場合の実験結果を等温線で示している。なお、図１１～図１
８に示した各位相差は、アンテナＡ２から放射されるマイクロ波の位相を基準として、ア
ンテナＡ１から放射されるマイクロ波の遅れ位相を示している。
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【００９５】
　図１０～図１８に示される実験結果によれば、水の温度上昇値は、加熱室内部において
大きくばらついている。また、図１３および図１４に示すように、設定された位相差が１
２０度および１６０度の場合には、加熱室１０の一方の側面（左壁面）に近い領域（図１
３および図１４においてＨＲ１と表示）で温度上昇値が非常に高くなっている。
【００９６】
　また、図１７および図１８に示すように、設定された位相差が２８０度および３２０度
の場合には、加熱室１０の他方の側面（右壁面）に近い領域（図１７および図１８におい
てＨＲ２と表示）で温度上昇値が非常に高くなっている。
【００９７】
　以上の実験結果から、本発明者は、加熱室内の電磁界分布が、異なる位置に配置された
２個のアンテナＡ１，Ａ２から放射されるマイクロ波の位相差に応じて変化することに着
目した。本発明者は、例えば、対向する壁面等の異なる配置されたアンテナＡ１，Ａ２か
ら放射されたマイクロ波の位相差を変化させることにより、加熱室内部の被加熱物を均一
に加熱することが可能であること、および被加熱物の特定の部分を集中的に加熱すること
が可能であることを見出した。
【００９８】
　したがって、異なる位置に配置されたアンテナＡ１，Ａ２から放射されるマイクロ波の
位相差を変化させることにより、加熱室内部の電磁波分布を所望の状態に変化させること
ができることが理解できる。このため、加熱ムラを解消させるために、従来行っていた加
熱室内部に配置された被加熱物を加熱室内部で移動させるような機構は必要がなくなる。
さらに、上記のように位相差を変化させることにより、加熱室内部の電磁波分布を変化さ
せることができるため、従来行っていたマイクロ波を放射するアンテナを移動させるよう
な機構は必要がなくなる。
【００９９】
　また、上記の実験結果から明らかなように、対向して放射されたマイクロ波の衝突に起
因した現象が電磁界分布の変化としてあらわれているため、アンテナＡ１とアンテナＡ２
のそれぞれから放射されるマイクロ波の放射方向が交差するようにアンテナＡ１、Ａ２を
配設しても同様の現象が発生する。これは、例えば隣接する加熱室壁面にアンテナＡ１、
Ａ２を配設する構成においても実現できる。
【０１００】
　したがって、本発明に係る実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、電磁界分布
を所望の分布とするために、被加熱物またはアンテナを移動させるための機構が必要では
なく、加熱室内部に被加熱物またはアンテナの移動用のスペースを確保する必要がない。
その結果、実施の形態１のマイクロ波加熱装置の構成は、低コスト化および小型化を実現
することができる。
【０１０１】
　以上のように、本発明に係る実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、マイクロ
波を放射する機能を有する複数のマイクロ波供給手段である給電部を加熱室が構成される
壁面に最適に配置するとともに、第１の給電部から放射されたマイクロ波の反射電力を第
２の給電部から加熱室内へ再放射するよう構成することにより、形状、種類、大きさ、量
の異なる様々な被加熱物を効率高く所望の状態で加熱することができる。
【０１０２】
　（実施の形態２）
　図１９は本発明に係る実施の形態２のマイクロ波加熱装置における加熱室の給電部の構
成を示す模式図である。実施の形態２のマイクロ波加熱装置において、前述の実施の形態
１のマイクロ波加熱装置と異なる点は、加熱室の壁面に配設されたアンテナである給電部
の構成である。
【０１０３】
　図１９に示すように、実施の形態２のマイクロ波加熱装置においては、加熱室２１０を
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構成する底壁面にのみ複数の給電部が設けられている。実施の形態２のマイクロ波加熱装
置において、実施の形態１のマイクロ波加熱装置の構成と異なる点は、給電部の配置であ
り、図１に示したマイクロ波発生部の構成は同じであるため、実施の形態２においては異
なる点のみについて説明する。
【０１０４】
　図１９において、加熱室２１０の底壁面には、４つの第１の給電部２０８ａ，２０８ｂ
，２０８ｃ，２０８ｄおよび４つの第２の給電部２０９ａ，２０９ｂ，２０９ｃ，２０９
ｄが設けられている。図１９に示すように、制御的に対となる第１の給電部２０８ａと２
０８ｂの各開口部は、その長手方向が左右方向となり、直線上に所定間隔を有して配置さ
れている。また、第１の給電部２０８ｃと２０８ｄの各開口部は、その長手方向が前後方
向となり、直線上に所定間隔を有して配置されている。４つの第１の給電部２０８ａ，２
０８ｂ，２０８ｃ，２０８ｄは、被加熱物が配置される加熱領域の略中心軸を中心として
、９０度の角度を有して放射状に配置されている。
【０１０５】
　一方、制御的に対となる第２の給電部２０９ａと２０９ｂの各開口部の長手方向は、並
行に配置されており、底壁面において、被加熱物が配置される加熱領域の略中心軸から同
じ距離に設けられている。実施の形態２のマイクロ波加熱装置においては、第２の給電部
２０９ａが第１の給電部２０８ａと２０８ｄとの間で、それぞれに対して４５度の角度に
形成されている。同様に、第２の給電部２０９ｂが第１の給電部２０８ｂと２０８ｃとの
間で、それぞれに対して４５度の角度に形成されている。また、制御的に対となる第２の
給電部２０９ｃと２０９ｄの各開口部の長手方向は、並行に配置されており、底壁面にお
いて、被加熱物が配置される加熱領域の略中心軸から同じ距離に設けられている。実施の
形態２のマイクロ波加熱装置においては、第２の給電部２０９ｃが第１の給電部２０８ａ
と２０８ｃとの間で、それぞれに対して４５度の角度に形成されている。同様に、第２の
給電部２０９ｄが第１の給電部２０８ｂと２０８ｄとの間で、それぞれに対して４５度の
角度に形成されている。
【０１０６】
　上記のように、４つの第１の給電部２０８ａ，２０８ｂ，２０８ｃ，２０８ｄは被加熱
物が配置される加熱領域の略中心軸を中心として放射状に配置されており、４つの第２の
給電部２０９ａ，２０９ｂ，２０９ｃ，２０９ｄは、底壁面において、被加熱物が配置さ
れる加熱領域の略中心軸から同じ距離に対向するよう配置されている。実施の形態２にお
いては、給電部を上記のように配置たれ例で説明するが、制御的について対となる給電部
が同じ励振方向となるように配置され、第１の給電部からのマイクロ波が第２の給電部に
伝送されないように構成するものであれば本発明に含まれ、同様の効果を奏するものであ
る。
【０１０７】
　上記のように実施の形態２のマイクロ波加熱装置においては、底壁面に全ての給電部が
設けられているため、前述の図１に示したマイクロ波発生部の構成をマイクロ波加熱装置
における底部に集中的に配置することができる。実施の形態２のマイクロ波加熱装置は、
マイクロ波発生部が集中的に配置されているため、マイクロ波伝送路を短くすることがで
き、マイクロ波伝送路における損失を大幅に低減することができる。
【０１０８】
　マイクロ波伝送路としては、例えば基板上に設けたマイクロストリップ線路、セミリジ
ッドケーブルのような同軸線路、または導波管が用いられる。マイクロストリップ線路に
は、一般的にはプリント基板を加工して線路を形成したものが用いられるが、実施の形態
２においては誘電体シートの一方の面に線路となる導体を設け、他方の面に接地となる導
体膜を張り付けて構成したものを用いた。なお、誘電体シートとしてはポリテトラフルオ
ロエチレンなどの高周波においても低損失な材料が用いられる。また、マイクロ波伝送路
として用いられる同軸線路としては、誘電体の内部に線路となる導体線が埋設され、ケー
ブル状の誘電体の外面に接地となる外殻導体が設けられているものが一般的に用いられる
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。上記のように、マイクロ波伝送路として用いられるマイクロストリップ線路と同軸線路
は、誘電体と導体により構成されているため、誘電体における誘電体損および導体におけ
るオーム損が発生する。
【０１０９】
　また、一般的に用いられる導波管は、金属製の管（一般的には断面が矩形状の管）であ
り、損失は少ないが形状が大きくなるという不利な点を有する。例えば、２４５０ＭＨｚ
程度の周波数を導波管で伝送するためには、１１０ｍｍ×５５ｍｍ程度の断面形状を有す
る矩形状の導波管が必要となる。このため、導波管の使用はマイクロ波発生部の占有空間
が大きなものとなる。
　実施の形態２のマイクロ波加熱装置においては、マイクロ波発生部を集中的に配置して
、マイクロ波伝送路の長さを短くしている。このため、マイクロ波伝送路における損失が
大幅に低減され、効率の高い加熱が可能となる。
【０１１０】
　（実施の形態３）
　以下、本発明に係る実施の形態３のマイクロ波加熱装置について添付の図２０および図
２１を用いて説明する。実施の形態３のマイクロ波加熱装置において、前述の実施の形態
１のマイクロ波加熱装置と異なる点は、マイクロ波発生部における制御部の制御動作であ
る。したがって、実施の形態３のマイクロは加熱装置において他の実施の形態１，２と異
なる点について説明し、符号は実施の形態１の説明において用いた符号を参照する。
【０１１１】
　図２０は、加熱動作の初期段階において実行される最小反射電力探査動作において４つ
の電力検出部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄが検出した反射電力の周波数特性曲線の一例である
。図２０において、符号Ａが第２の給電部９ａが加熱室１０側から受け取った反射電力を
サーキュレータ６ａを介して検出した反射電力の周波数特性曲線である。符号Ｂが第２の
給電部９ｂが加熱室側から受け取った反射電力をサーキュレータ６ｂを介して検出した周
波数特性曲線である。第２の給電部９ａと９ｂは、制御的に対である第１の給電部８ａと
８ｂに対応するものである。同様に、符号Ｃが第２の給電部９ｃが加熱室１０側から受け
取った反射電力をサーキュレータ６ｃを介して検出した反射電力の周波数特性曲線である
。符号Ｄが第２の給電部９ｄが加熱室側から受け取った反射電力をサーキュレータ６ｄを
介して検出した周波数特性曲線である。第２の給電部９ｃと９ｄは、制御的に対である第
１の給電部８ｃと８ｄに対応するものである。
【０１１２】
　図２０の周波数特性曲線Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの一例が示すように、電力検出部６ａ，６ｂ，
６ｃ，６ｄのそれぞれが検出する反射電力は、必ずしも同じ特性曲線を示し、同じ周波数
で最小値を示すものではない。これは、加熱室内部に収納された被加熱物の形状が対称形
状ではないなどに起因するものであり、それぞれの給電部から見た加熱室内のインピーダ
ンスは異なっている。
【０１１３】
　実施の形態３のマイクロ波加熱装置の制御部１２（図１参照）においては、各電力検出
部６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄから入力された反射電力に関する周波数特性を制御的に対とな
る周波数特性ＡとＢ、およびＣとＤをそれぞれ合成する。
【０１１４】
　図２１は図２０の周波数特性曲線ＡとＢ、および周波数特性曲線ＣとＤを合成した周波
数特性曲線である。図２１において、周波数特性曲線Ｙが図２０の周波数特性曲線ＡとＢ
を合成して形成されたものである。また、周波数特性曲線Ｚが図２０の周波数特性曲線Ｃ
とＤを合成して形成されたものである。
【０１１５】
　図２１に示すように、周波数特性曲線ＡとＢが合成されて形成された周波数特性曲線Ｙ
においては周波数ｆ１において最小反射電力となり、周波数特性曲線ＣとＤが合成されて
形成された周波数特性曲線Ｚにおいては周波数ｆ２において最小反射電力となる。したが
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って、制御的に対となる第１の給電部８ａと８ｂから周波数ｆ１のマイクロ波が出力され
て反射電力の少ない効率的な加熱が行われる。同様に、制御的に対となる第１の給電部８
ｃと８ｄから周波数ｆ２のマイクロ波が出力されて反射電力の少ない効率的な加熱が行わ
れる。
【０１１６】
　上記のように、実施の形態３のマイクロ波加熱装置においては、制御的に対となってい
るそれぞれの給電部において、反射電力の少ない周波数を検出して、その周波数により加
熱処理を行うよう構成されている。したがって、本発明に係る実施の形態３のマイクロ波
加熱装置によれば、加熱システム全体として、反射電力の少ない状態で加熱することがで
き、最適な加熱周波数による加熱システムを構築することができる。
【０１１７】
　本発明のマイクロ波加熱装置によれば、被加熱物の加熱時において、制御的に対となる
給電部から放射されるマイクロ波の位相差を変化させることにより、加熱室内の電磁波分
布を変化させて、加熱室内に配置された加熱物を均一、若しくは局部的に加熱することが
可能となる。
　本発明のマイクロ波加熱装置においては、位相差を変化させることにより加熱室内の電
磁波分布を変化させることができるため、加熱室内に配置された被加熱物を加熱室内で回
転等の移動動作を行うことなく、被加熱物の均一加熱、若しくは局部加熱を行うことが可
能となる。
　また、本発明のマイクロ波加熱装置においては、被加熱物の均一加熱を行い、電磁波分
布を変化させるために、マイクロ波を放射する給電部であるアンテナを移動させる必要が
ない。したがって、本発明のマイクロ波加熱装置は、被加熱物およびアンテナを移動させ
るための機構を必要としないため、加熱室内に被加熱物およびアンテナを移動させるため
の空間を確保する必要がなく、マイクロ波加熱装置の低コスト化および小型化を実現する
ことができる。
【０１１８】
　前述の実施の形態１のマイクロ波加熱装置においては、制御部が位相差を連続的または
段階的に変化させる制御動作を行っているが、位相差を段階的に変化させる場合には、位
相差を、例えば４０度ごとに変化させてもよいし、４５度ごとに変化させてもよい。この
場合、一段階当りに変化させる位相差の値は上記の数値に限定されるものではなく、でき
る限り小さい値に設定することが好ましい。これにより、被加熱物をより均一に加熱して
、不均一な加熱をより低減することができる。
【０１１９】
　なお、本発明のマイクロは加熱装置においては、位相差の変化の周期を、予め固定的に
設定してもよいし、ユーザにより手動で任意に設定する構成としてもよい。位相差の変化
の周期を固定的に設定する場合、例えば３０秒で０度から３６０度まで変化するように設
定してもよいし、１０秒で０度から３６０度まで変化するように設定してもよい。
【０１２０】
　また、位相差の変化の範囲は、必ずしも０度から３６０度までの範囲の全てである必要
はない。例えば、予め複数の位相差の値とその位相差の値に対応する電磁界分布との関係
を制御部の内蔵メモリに記憶させておき、制御部が被加熱物の加熱状態に応じて複数の位
相差の値を選択的に設定してもよい。具体的には、加熱室内に複数の温度センサを配置し
て、加熱室の加熱処理領域の温度を検知する構成とする。この場合、被加熱物の温度を複
数の部位において測定することができ、被加熱物の温度分布を知ることができる。
　このとき、制御部は、内蔵メモリに記憶された位相差と電磁界分布との関係に基づいて
、均一加熱すべき被加熱物における低温度部分で電磁界が強くなるように位相差を設定す
る。このように位相差を調整することにより、被加熱物をより均一に効率高く加熱するこ
とができる。
【産業上の利用可能性】
【０１２１】
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　本発明に係るマイクロ波加熱装置は、マイクロ波を放射する複数の給電部を切り替え制
御し、動作中の給電部間のマイクロ波の位相差を変化させることにより効率の高い加熱処
理が可能となるので、電子レンジで代表されるような誘電加熱を利用した加熱装置や生ゴ
ミ処理機、あるいは半導体製造装置であるプラズマ電源のマイクロ波電源などの各種用途
に適用できる。
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【図３Ａ】
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【図１０】

【図１１】



(25) JP 5280372 B2 2013.9.4

【図１２】
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【図１５】

【図１６】

【図１７】
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【図２０】 【図２１】
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